
 

 

 

１７－１８ 緊急消防援助隊愛媛県隊応援等実施計画（消防防災安全課） 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１ この計画は、緊急消防援助隊運用要綱（平成16年３月26日付け消防震第19号。以下

「運用要綱」という。）第３条第３項の規定に基づき、緊急消防援助隊愛媛県隊（以下

「愛媛県隊」という。）の応援等について必要な事項を定め、愛媛県隊が迅速に被災地

に出動し、的確な応援等の活動を実施することを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２ 代表消防機関は、松山市消防局とする。 

２ 代表消防機関代行は、新居浜市消防本部とする。 

３ 前項までに定めるもののほか、用語については別表第１のとおりとする。 

 

第２章 愛媛県隊の編成 

 

（県内ブロック） 

第３ 愛媛県隊の迅速な出動及び効果的な後方支援活動を図るため、各消防本部を別表第

２のとおりブロック分けするものとする。 

２ 各ブロックに幹事消防本部を置き、ブロック内の次に掲げる任務を行うものとする。 

（1）出動に係る連絡及び調整 

（2）後方支援活動に係る連絡及び調整 

（3）その他必要な事項 

 

（連絡体制等） 

第４ 応援等出動に係る連絡体制は、次に掲げるとおりとする。 

（1）応援等出動時における各消防本部の連絡先は、別表第２のとおりとする。 

（2）応援等出動時における関係機関の連絡先は、別表第３のとおりとする。 

（3）代表消防機関は幹事消防本部に対して連絡し、幹事消防本部はブロック内消防本部

に対して連絡するものとする。 

（4）連絡方法は、原則として有線電話又は有線ＦＡＸによるものとする。ただし、有線

断絶時には県内共通波、地域衛星ネットワーク等を活用するものとする。 

 

（愛媛県隊の編成） 

第５ 愛媛県隊の登録部隊は、別表第４のとおりとする。 

２ 愛媛県隊は、緊急消防援助隊に登録された部隊のうち、被災地において行う応援等に

必要な部隊をもって編成するものとする。 

３ 愛媛県隊を大隊とし、愛媛県隊と呼称するものとする。なお、愛媛県隊長は、代表消

防機関の松山市消防局の職員をもって充てるものとし、代表消防機関が出動できない場



 

 

 

合は、代表消防機関代行の新居浜市消防本部の職員をもって充てるものとする。 

４ 部隊（中隊）は、ブロック単位又は消火、救助、救急等の任務単位とし、「○○ブロ

ック部隊（中隊）（又は消火部隊（中隊）等）と呼称するものとする。なお、部隊長（中 

隊長）は愛媛県隊長が指定するものとする。 

５ 隊（小隊）は、各車両又は付加された任務単位とし、「○○小隊（又は各消防本部の

呼出し名称）」を呼称するものとする。 

６ 後方支援部隊の編成は、別表第５のとおりとし、愛媛県（又はブロック）単位で後方

支援部隊（中隊）を編成し、後方支援活動を行うものとする。なお、後方支援部隊長（中

隊長）は、松山市消防局の職員（又は出動消防本部の職員）の内から愛媛県隊長が指定

するものとする。 

７ 愛媛県隊を編成する期間は、「愛媛県隊発隊式」（原則として集結場所で行う。）から

「愛媛県隊解散式」までの間とする。ただし、迅速出動等に伴い、愛媛県隊発隊式等が

できない場合は、この限りでない。 

 

（各隊の保有資機材等） 

第６ 後方支援部隊の保有資機材は、別表第５のとおり。 

２ 後方支援部隊を除く各消防本部の応援可能資機材は、別表第６のとおり。 

 

（指揮体制等） 

第７ 愛媛県隊の基本的な指揮体制は、別紙第１のとおりとする。 

２ 受援都道府県内での連絡体制は、運用要綱別記様式５のとおりとする。 

３ 愛媛県隊長は、愛媛県隊を統括し、被災地において指揮者の指揮の下、指揮支援部隊

長又は指揮支援本部長の管理を受け、愛媛県隊の活動を管理するものとする。 

４ 部隊長（中隊長）は、愛媛県隊長の管理の下に隊（小隊）の活動を管理するものとす

る。 

５ 隊長（小隊長）は、部隊長（中隊長）の管理の下に隊員の活動を管理するものとする。 

６ 各級指揮者の階級は、原則として県隊長は消防司令長、各部隊長は消防司令又は消防

司令補、隊長は消防司令補又は消防士長とする。 

 

（出動時における無線通信運用体制） 

第８ 出動時の無線通信運用体制は、別表第７のとおりとする。 

 

第３章 愛媛県隊の出動 

 

（出動基準及び集結場所等） 

第９ 愛媛県隊の出動基準、第一次出動都道府県及び出動準備都道府県並びに集結場所は、

別表第８のとおりとする。 

 

（出動準備及び出動可能隊数の報告） 

第10 各消防本部は、愛媛県隊が第一次出動都道府県隊及び出動準備都道府県隊となる都

道府県において震度６弱（政令市等については５強）以上の地震災害が発生した場合、

津波警報（大津波）が発表された場合又は火山の噴火災害が発生した場合は、出動準備



 

 

 

を行うものとする。この場合において、各消防本部は、直ちに愛媛県及び代表消防機関

に対して運用要綱別記様式３－３により出動可能隊数の報告を行うものとし、愛媛県は、

消防庁からの出動可能隊数の報告の求めを待つことなく、直ちに消防庁に対して運用要

綱別記様式３－２により出動可能隊数の報告を行うものとする。 

２ 愛媛県は、消防庁から運用要綱別記様式３－１により出動準備を求められた場合は、

各消防本部に対して出動準備を求めるものとする。この場合において、各消防本部は出

動準備を行うとともに、速やかに愛媛県及び代表消防機関に対して運用要綱別記様式３

－３により出動可能隊数の報告を行うものとし、愛媛県は、速やかに消防庁に対して運

用要綱別記様式３－２により出動可能隊数の報告を行うものとする。 

３ 愛媛県は、消防庁から出動準備の求めがない場合であっても、災害規模等に照らし必

要と認めた場合は、出動可能隊数を調査し消防庁に報告するものとする。 

 

（愛媛県隊の出動） 

第11 愛媛県知事は、消防庁長官から運用要綱別記様式２－１又は２－２により出動の求

め又は指示を受けた場合は、直ちに代表消防機関及び県内の消防本部と、別表第９の「愛

媛県派遣部隊割当」（出動順位）に基づいて、愛媛県隊として派遣する部隊を調整し、

各市町長（各消防本部）に対して出動の求め又は指示を行うものとする。 

２ 各消防本部は、前項の規定に基づく出動の求め又は指示を受けた場合は、速やかに部

隊を出動させるとともに、愛媛県に対して出動隊数を報告するものとする。 

３ 愛媛県は、各消防本部の報告を取りまとめ、消防庁に対して出動隊数を報告するもの

とする。 

４ 愛媛県知事は、愛媛県隊に帯同して被災地及び後方支援本部に県職員を派遣すること

ができるものとする。 

５ 代表消防機関は、愛媛県隊の集結場所及び集結時間を決定し、愛媛県及び幹事消防本

部に対して連絡するものとし、幹事消防本部はブロック内消防本部に対して連絡するも

のとする。 

６ 部隊を出動させた消防本部は、次に掲げる事項について愛媛県及び代表消防機関に対

し、報告するものとする。 

（1）指揮者の階級、職及び氏名 

（2）出動隊数、車両及び資機材 

（3）集結場所到着予定時刻 

（4） その他必要な事項 

 

（迅速出動） 

第12 迅速出動に係る部隊の編成は、別表第９に基づき愛媛県隊として派遣する部隊を調

整するものとする。 

２ 代表消防機関は、迅速出動要綱区分Ⅰに該当する事案が発生した場合は、集結場所及

び集結時間を決定し、愛媛県及び幹事消防本部に対して連絡するものとし、幹事消防本

部はブロック内消防本部に対して連絡するものとする。 

３ 陸上部隊先遣隊は、別表第10のとおりとし、迅速出動要綱区分Ⅱに該当する事案が発

生した場合は、速やかに出動するものとする。 

４ 各消防本部は、迅速出動要綱区分Ⅰに該当する事案が発生した場合は、速やかに第一



 

 

 

次編成陸上部隊を出動させるものとする。なお、第一次編成陸上部隊の部隊長（中隊長）

は、出動消防本部の職員の内から愛媛県隊長が指定するものとする。 

５ 代表消防機関は、各消防本部の参集状況等を考慮し、第二次編成陸上部隊の集結場所

及び集結時間を決定し、愛媛県及び幹事消防本部に対して連絡するものとし、幹事消防

本部はブロック内消防本部に対して連絡するものとする。 

６ 後方支援部隊、特殊災害部隊及び特殊装備部隊は、第二次編成陸上部隊として編成す

るものとする。なお、第二次編成陸上部隊の部隊長（中隊長）は、出動消防本部の職員

の内から愛媛県隊長が指定するものとする。 

７ 各消防本部は、迅速出動要綱区分Ⅰ及びⅡに該当する事案が発生し出動する場合は、

速やかに出動予定隊数を愛媛県及び代表消防機関に報告するものとし、愛媛県は、各消

防本部の報告を取りまとめて消防庁に対して報告するものとする。なお、既に出動した

場合は、出動隊数を報告するものとする。 

８ 各消防本部は、迅速出動要綱区分Ⅱ及びⅢに該当する事案が発生した場合は、速やか

に出動準備を行うとともに、情報収集に努めるものとする。 

 

（集結場所への集結完了） 

第13 愛媛県隊長（又はブロック部隊長）は、集結完了時刻及び集結場所出発時刻を後方

支援本部に対して報告するものとする。 

２ 後方支援本部は、前項の内容について愛媛県に対して報告するものとする。 

 

（進出拠点への進出） 

第14 愛媛県隊長（又はブロック部隊長）は、進出拠点に応じた出動ルートを決定し、消

防庁及び後方支援本部に対して報告するものとする。 

２ 被害状況等により出動途上に進出拠点及び出動ルートを変更する場合は、消防庁、消

防応援活動調整本部（以下「調整本部」という。）及び後方支援本部に対して報告する

ものとする。 

３ 愛媛県隊長（又はブロック部隊長）は、関係機関と連携して情報収集に努めるととも

に、次に掲げる事項について各部隊に周知し、進出拠点へ進出するものとする。 

（1）被災地の被害状況 

（2）愛媛県隊の活動地域及び任務 

（3）愛媛県隊の進出拠点及び出動ルート 

（4）その他必要な事項 

 

（進出拠点到着） 

第15 愛媛県隊長（又はブロック部隊長）は、進出拠点到着後、速やかに県名及び部隊規

模について調整本部に対して報告するとともに、応援先市町村及び任務等を確認するも

のとする。なお、進出拠点に受援都道府県の消防職員等がいる場合は、同職員を通して

行うものとする。 

２ 進出拠点が高速道路のインターチェンジ等の場合は、愛媛県隊長（又はブロック部隊

長）のみが先行して前項の任務を行い、無線等により愛媛県隊に対して必要な指示を行

う等、進出拠点を速やかに通過するための対策を講ずるものとする。 

 



 

 

 

（現地到着） 

第16 愛媛県隊長（又はブロック部隊長）は、応援先市町村到着後、速やかに都道府県隊

名、部隊規模等について指揮者及び緊急消防援助隊指揮支援本部（以下「指揮支援本部」

という。）に対して報告するとともに、次に掲げる事項について確認するものとする。 

（1）災害状況 

（2）活動方針 

（3）活動地域及び任務 

（4）愛媛県隊本部を設置する場合はその位置 

（5）使用無線系統 

（6）地水利状況 

（7）その他活動上必要な事項 

 

（愛媛県隊本部の設置） 

第17 愛媛県隊長は、必要に応じて愛媛県隊長を本部長とする愛媛県隊本部を設置するも

のとする。 

２ 愛媛県隊長は、必要に応じて調整本部又は指揮支援本部に連絡員を派遣し、情報収集

及び情報提供を行うものとする。 

 

第４章 後方支援活動 

 

（後方支援本部の設置） 

第18 愛媛県隊が出動する場合は、代表消防機関に後方支援本部を設置するものとする。 

２ 後方支援本部長は、松山市消防局長又はその委任を受けた者をもって充てるものとす

る。 

３ 本部員は、松山市消防局の職員をもって充てるものとする。 

４ 後方支援本部長は、愛媛県及び必要と認める消防本部に対して連絡員の派遣を求める

ことができるものとする。 

５ 後方支援本部は、愛媛県隊の活動が円滑に行われるために、次に掲げる任務を行うも

のとする。 

（1）消防庁、指揮支援（部）隊長、愛媛県隊長及び関係機関との各種連絡調整 

（2）愛媛県隊の出動、集結及び活動に係る調整 

（3）愛媛県隊の活動記録の集約 

（4）各消防本部に対する愛媛県隊の活動状況に関する情報提供 

（5）愛媛県隊に対する災害に関する情報提供 

（6）必要な資機材等の手配及び提供 

（7）増援部隊及び交替部隊の派遣に関する調整 

（8）後方支援に関し、愛媛県との調整 

（9）その他必要な事項 

 

（後方支援部隊の任務等） 

第19 後方支援部隊は、愛媛県隊長の指揮の下、愛媛県隊の活動が円滑かつ効果的に行わ

れるように、次に掲げる任務を行うものとする。 



 

 

 

（1）後方支援本部との連絡調整 

（2）宿営場所の設置及び維持 

（3）物資の調達及び搬送 

（4）車両及び資機材の保守管理 

（5）交替要員の搬送 

（6）活動の記録 

（7）その他必要な事項 

 

（相互協力） 

第20 愛媛県及び各消防本部は、愛媛県隊の活動が円滑かつ効果的に行われるように、人

員搬送、燃料調達、食料調達等の後方支援体制の構築のため相互協力に努めるものとす

る。 

 

第５章 活動終了 

 

（部隊の引揚げ） 

第21 愛媛県隊長は、指揮者から引揚げ指示があった場合は、速やかに調整本部及び指揮

支援本部に報告するとともに、現場における活動を終了するものとする。 

２ 愛媛県隊長は、前項の規定により被災地における活動を終了した場合は、次に掲げる

事項について指揮者及び調整本部に報告し、指揮支援部隊長の指示により被災地から引

揚げるものとする。 

（1）愛媛県隊の活動概要（時間、場所、隊数等） 

（2）活動中の異常の有無 

（3）隊員の負傷の有無 

（4）車両、資機材等の損傷の有無 

（5）その他必要な事項 

 

（帰署報告） 

第 22 緊急消防援助隊として出動した部隊の所属する消防本部は、部隊が被災地から帰

署（所）した場合は、その旨を愛媛県及び後方支援本部に対して報告するものとし、愛

媛県は消防庁に対して報告するものとする。 

 

第６章 活動報告等 

 

（日報） 

第 23 愛媛県隊長は、指揮支援本部に対して運用要綱別記様式６－２により活動日報を

報告するとともに、後方支援本部に対して情報提供を行うものとする。 

 

（活動報告） 

第 24 緊急消防援助隊として出動した部隊の所属する消防本部は、全部隊が被災地から

帰署（所）した場合は、愛媛県及び代表消防機関に対して運用要綱別記様式６－１によ

り活動報告を行うものとする。 



 

 

 

２ 愛媛県は、各消防本部からの報告を取りまとめて、消防庁及び受援都道府県に対して

活動報告を行うものとする。 

 

（高速自動車国道等の通行に係る報告） 

第 25 緊急消防援助隊として出動した部隊の所属する消防本部は、部隊帰署（所）後５

日以内に、代表消防機関に対して別紙第２により報告するものとする。なお、活動が長

期に及び部隊の交代がある場合は、交代した部隊単位で報告するものとする。 

２ 代表消防機関は、各消防本部の報告を取りまとめ、愛媛県隊の最終部隊帰署（所）後

７日以内に、愛媛県及び消防庁に対して報告を行うものとする。 

 

第７章 その他 

 

（緊急消防援助隊の車両表示） 

第 26 緊急消防援助隊として出動する車両は、緊急消防援助隊として出動している旨の

車両表示を車両の見やすい箇所に掲出するものとする。 

 

（高速自動車国道等の通行） 

第 27 高速自動車国道等の通行については、次に掲げるとおり行うものとする。 

（1）被災地への出動途上等での緊急走行の場合は、料金収受員に対して緊急消防援助隊

として出動中である旨を申し出るものとする。 

（2）被災地からの帰署（所）途上等の通常走行の場合は、料金収受員に対して緊急消防

援助隊として出動途上又は帰署（所）途上である旨を申し出るとともに、車両ごとに

別紙第３に必要事項を記入し提出するものとする。なお、緊急やむを得ず当該証明書

を持参することができない場合は、所属消防本部名及び職階級が明示された職務上使

用している名刺の裏面に、通行日時及び車両登録番号等を記入し提出するものとする。 

 

（情報共有） 

第28 被災地へ出動する緊急消防援助隊は、緊急消防援助隊動態情報システム及び支援情

報共有ツールを活用し、被災地に向かう途上の道路情報、給油情報等について情報共有

に努めるものとする。 

 

（消防本部等における事前準備） 

第29 各消防本部等は、愛媛県隊の活動が円滑かつ効果的に行われるように、出動する隊

員の選定方法等の出動に係る事前計画を定めておくものとする。 

２ 各消防本部等は、後方支援資機材、食料等の整備に努めるものとする。 

 

（航空部隊の応援等） 

第30 航空部隊に係る応援等については、愛媛県が別に定めるものとする。 

 

（水上部隊の応援等） 

第31 水上部隊に係る応援等については、今治市消防本部が別に定めるものとする。 

 



 

 

 

 

附 則 

この計画は、平成 16 年６月 25 日から施行する。 

 

附 則 

この計画は、平成 18 年４月１日から施行する。 

（平成 18 年２月 14 日付け消防応第 15 号通知により改訂） 

 

附 則 

この計画は、平成 21 年３月 31 日から施行する。 

（平成 20 年７月 31 日付け消防応第 134 号通知により改訂） 

 

附 則 

この計画は、平成 24 年４月１日から施行する。 

 

  附 則 

この計画は、平成 25 年７月 12 日から施行する。 

（平成 24 年 12 月 26 日付け消防広第 221 号通知により改訂） 
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愛媛県緊急消防援助隊航空部隊及び航空指揮支援隊応援等実施計画 

 

   第１章 総則 

１ 目的 

  この計画は、地震、水火災等による大規模な災害又は特殊な災害が発生し、消防組織法（昭和22年

法律第226号）第44条の規定に基づく緊急消防援助隊の応援等の要請があった場合において、航空部隊

及び航空指揮支援隊（以下「航空部隊等」という。）が被災地、受援都道府県及び消防庁と連携の

上、迅速に被災地に出動し、的確な応援等の活動を実施できる体制の確保等を図るため、緊急消防援

助隊の応援等の要請等に関する要綱（平成27年３月31日付け消防広第74号。以下「要請要綱」とい

う。）第39条に基づく緊急消防援助隊愛媛県隊応援等実施計画に定めるもののほか、航空部隊等の応

援等について必要な事項を定める。 

２ 用語の定義 

  この愛媛県緊急消防援助隊航空部隊及び航空指揮支援隊応援等実施計画（以下「航空部隊等応援等

実施計画」という。）において、使用する用語の定義は、次に定めるところによる。 

（１）航空部隊 

   航空小隊により編成され、必要に応じ、航空後方支援小隊を加えたものをいう。 

（２）航空小隊 

   主として被災地における航空機を用いた情報収集活動及び消防活動を行うことを任務とするもの

をいう。 

（３）航空後方支援小隊 

   主として活動拠点ヘリベースにおける緊急消防援助隊の活動に関して必要な輸送・補給活動等を

行うことを任務とするものをいう。 

（４）航空指揮支援隊 

   ヘリベース指揮者を補佐し、及びヘリベース指揮者の指揮を受け被災地における航空に係る緊急

消防援助隊の活動を管理することを任務とする航空指揮支援隊長によって編成されるものをいう。 

（５）航空隊員等 

   愛媛県消防防災航空隊の航空隊長、航空隊副隊長及び航空隊員をいう。 

（６）出動準備及び迅速出動の対象となる地震 

   要請要綱別表Ａ－１又は別表Ａ－２において、愛媛県消防防災航空隊が、それぞれ第一次出動航

空小隊又は出動準備航空小隊に該当する都道府県内で発生した地震をいう。 

（７）アクションプラン該当地震 

   緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画（平成16年２月６日付

け消防震第９号）に基づき示された南海トラフ地震、首都直下地震その他の大規模地震における緊

急消防援助隊アクションプランが適用される地震をいう。 

 

   第２章 航空部隊等の編成等 

１ 航空部隊の編成 

（１）基本的な航空小隊の編成 

  ア 航空小隊長 １名 

  イ 航空小隊副隊長 １名 

  ウ 航空小隊員 ２名 

  エ 操縦士 ２名 

  オ 整備士 １名 

（２）救助・救急航空小隊の編成 

  ア 航空小隊長 １名 

  イ 航空小隊副隊長 １名 

  ウ 航空小隊員 ２名（原則として、救助隊員及び救急救命士を搭乗させるものとする。） 

  エ 操縦士 ２名 

  オ 整備士 １名 
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（３）航空後方支援小隊の編成 

  ア 航空後方支援小隊長 １名 

  イ 航空後方支援小隊員 ３名 

  ウ 航空隊支援車 １台 

２ 航空指揮支援隊の編成 

（１）航空指揮支援隊長 １名 

（２）航空指揮支援隊副隊長 １名 

（３）航空指揮支援隊員 ３名 

３ 航空指揮支援隊の搭乗場所 

  航空指揮支援隊の搭乗場所は、航空指揮支援隊が指定した場所又は愛媛県消防防災航空隊基地とす

る。 

 

   第３章 情報連絡体制及び参集体制 

１ 応援等出動手続に係る情報連絡体制 

  消防庁長官の求め又は指示を受けた場合の航空部隊等の出動に係る連絡体制は別表１「情報連絡体

制一覧表」のとおりとする。 

２ 航空隊員等の参集体制 

（１）愛媛県消防防災航空隊の参集基準は、出動準備及び迅速出動の対象となる地震が発生した場合又

はアクションプラン該当地震が発生した場合とする。 

（２）夜間・休日等における航空隊員等の参集体制は別表２「愛媛県消防防災航空隊参集体制表」のと

おりとする。 

（３）航空隊員等の参集場所は愛媛県消防防災航空隊基地とする。 

 

   第４章 資機材等に関する事項 

１ 航空小隊で出動するヘリコプターに積載する資機材は任務別に次のとおりとする。 

（１）航空隊員等は、各自３日間分程度の日常生活品（着替え、洗面具等）を携行するとともに、おお

むね３日間分程度の食料及び飲料水を積載するものとする。  

（２）情報収集活動任務で出動する場合は、別表３－１「情報収集任務積載資機材一覧」に掲げる資機

材を積載するものとする。 

（３）救助・救急活動任務で出動する場合は、別表３－２「救助・救急活動任務積載資機材一覧」に掲

げる資機材を積載するものとする。 

２ 航空後方支援小隊の任務で出動する場合は、別表３－３「航空後方支援小隊積載資機材一覧」に掲

げる資機材を積載するものとする。 

３ 航空指揮支援隊の任務で出動する場合は、別表３－４「航空指揮支援隊積載資機材一覧」に掲げる

資機材を積載するものとする。 

 

   第５章 航空部隊の応援等出動 

１ 出動体制 

  航空小隊は、別表４「愛媛県消防防災航空隊応援出動先一覧」に記載する都道府県に出動するもの

とする。 

  航空後方支援小隊は、活動拠点ヘリベース等において輸送・補給活動等が必要な場合に出動するも

のとする。 

２ 情報共有等 

  航空小隊及び航空後方支援小隊は、緊急消防援助隊動態情報システム、支援情報共有ツール、ヘリ

コプター動態管理システム等を積極的に活用し、緊急消防援助隊の活動等について必要な情報共有を

図るものとする。 

３ 活動報告等 

  航空小隊長及び航空後方支援小隊長は、緊急消防援助隊の運用に関する要綱（平成16年３月26日付

け消防震第19号。以下「運用要綱」という。）第31条に規定する活動日報を作成し、航空指揮支援本

部長（航空指揮支援本部長が置かれていない場合にあっては、ヘリベース指揮者。以下この章におい
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て同じ。）に対して報告するものとする。 

４ 引揚げ 

  航空指揮支援本部長から緊急消防援助隊の引揚げ決定の連絡を受けた航空小隊長及び航空後方支援

小隊長は、被災地における活動を終了するとともに、航空指揮支援本部長に対して次に掲げる事項を

報告し、航空指揮支援本部長の了承を得て引揚げるものとする。 

（１）活動概要（場所、時間、隊員数等） 

（２）活動中の異常の有無 

（３）隊員の負傷の有無 

（４）航空機、車両、資機材等の損傷の有無 

（５）その他必要な事項 

 

   第６章 航空指揮支援隊の応援等出動 

１ 出動体制 

  航空指揮支援隊は、消防庁長官から出動の求め又は指示があった場合、消防庁が指定する航空指揮

支援隊輸送航空小隊により出動するものとする。ただし、出動先までの距離、災害発生の時間、天候

等から車両で先着できる場合は、自隊の車両等で出動するものとする。 

２ 航空指揮支援本部の設置 

  指揮支援部隊長は、活動拠点ヘリベースに緊急消防援助隊航空指揮支援本部（以下「航空指揮支援

本部」という。）を設置するものとする。 

  指揮支援部隊長は航空指揮支援隊長を航空指揮支援本部長に指名するものとする。 

  航空指揮支援本部は、次に掲げる事務をつかさどるものとする。 

（１）受援都道府県内の航空隊及び航空に係る緊急消防援助隊の活動調整に関すること。 

（２）航空に係る緊急消防援助隊の安全管理に関すること。 

（３）消防応援活動調整本部（以下「調整本部」という。）に対する報告に関すること。 

（４）被害状況及び緊急消防援助隊の活動に係る記録に関すること。 

（５）その他必要な事項に関すること。 

  航空指揮支援本部は、活動拠点ヘリベースの指揮本部（以下「航空指揮本部」という。）と同一場

所に設置するものとする。この場合において、航空指揮支援本部長は、上記に掲げる事務を実施する

ために必要と認める場合は、調整本部又は航空運用調整班等へ隊員を派遣するものとする。 

  航空指揮支援本部長は、航空指揮本部と緊密に連携するものとする。 

  航空指揮支援本部は、受援都道府県名を冠称し、「○○都道府県緊急消防援助隊航空指揮支援本

部」と呼称する。 

  航空指揮支援本部長は航空指揮支援隊及び航空小隊に対する輸送・補給活動等が必要な場合には、

指揮支援部隊長に対し、航空後方支援小隊又は都道府県大隊の後方支援小隊を活動拠点ヘリベース等

に派遣するよう要請するものとする。 

３ 安全管理 

  航空指揮支援本部長は、安全な運航を維持するため、航空情報が発出された場合は、航空小隊等と

情報を共有し、二次災害の防止を図るものとする。 

４ 航空指揮支援本部における防災関係機関との連携 

  航空指揮支援本部は、調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮本部及び航空後方支援小隊と

航空に係る緊急消防援助隊の活動が効果的に円滑に行われるように、航空に係る緊急消防援助隊の活

動に関して必要な交通、輸送、通信、燃料、物資等に関する防災関係機関と緊密な連携を図るものと

する。 

  航空指揮支援本部は、航空に係る緊急消防援助隊の活動に関して必要な関係機関との連絡調整につ

いて、必要に応じて都道府県災害対策本部及び市町村災害対策本部に依頼するものとする。 

５ 情報共有等 

  航空指揮支援本部は、運用要綱第30条に規定する緊急消防援助隊連絡体制により、情報連絡体制等

の明確化を図るものとする。 

  航空指揮支援本部は、緊急消防援助隊動態情報システム、支援情報共有ツール、ヘリコプター動態

管理システム等を積極的に活用し、緊急消防援助隊の活動等について必要な情報共有を図るものとす
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る。 

６ 通信連絡体制等 

  緊急消防援助隊に係る情報連絡体制は、原則として次のとおり行うものとする。 

（１）航空指揮支援本部は、消防庁、調整本部、指揮支援本部、指揮本部、航空指揮本部及び関係機関

と相互に通信連絡をするときは、有線回線、衛星携帯電話、消防防災無線、防災行政無線、地域衛

星通信ネットワーク、防災相互通信用無線その他の無線を使用する。 

（２）航空指揮支援本部は、航空指揮本部及び航空部隊に属する小隊と相互に無線通信をするときは、

航空波を使用する。 

７ 活動報告等 

  航空指揮支援本部長は、被害状況、受援都道府県内の航空隊及び航空に係る緊急消防援助隊の活動

状況その他必要な事項について、ヘリベース指揮者及び調整本部に対して適宜報告するものとする。 

  航空指揮支援本部長は、航空小隊長及び航空後方支援小隊長に対し、運用要綱第31条に規定する活

動日報の作成及び報告を求めるものとする。 

  航空指揮支援本部長は、運用要綱第31条に規定する活動日報を作成するとともに、航空小隊長及び

航空後方支援小隊長から報告のあった活動日報を取りまとめ、指揮支援部隊長及び総務省消防庁災害

対策本部広域応援班航空グループに対して報告するものとする。 

８ 引揚げ 

  指揮支援部隊長から航空に係る緊急消防援助隊の引揚げ決定の連絡を受けた航空指揮支援本部長

は、活動を管理している航空部隊の各小隊長に対して、直ちに緊急消防援助隊の引揚げ決定を連絡す

る。 

  航空指揮支援本部長は、上記の連絡を受けた航空部隊の各小隊長から次に掲げる事項の報告を受

け、引揚げを了承するものとする。 

（１）活動概要（場所、時間、隊員数等） 

（２）活動中の異常の有無 

（３）隊員の負傷の有無 

（４）航空機、車両、資機材等の損傷の有無 

（５）その他必要な事項 

  上記の報告を受けた航空指揮支援本部長は、ヘリベース指揮者及び指揮支援部隊長に対してその旨

を報告し、指揮支援部隊長の了承を得て自隊の車両等により引揚げるものとする。 

 

   第７章 その他 

  航空部隊等の応援等に関する運用訓練の実施 

  愛媛県消防防災航空隊は、航空部隊等の応援等の要請時において円滑かつ迅速な対応を図るため、

防災訓練等の機会を捉え、航空部隊等応援等実施計画を踏まえた応援等に関する運用訓練を定期的に

実施するものとする。 

 

   附 則 

 この実施計画は、令和４年４月１日から施行する。 

 

 



別表１ 

情報連絡体制一覧表 

連絡順番 機関 
時間 

帯別 
連絡先 電話番号 FAX 番号 

無  線 

呼出名称 

１ 
消防庁 

昼間 広域応援室 03-5253-7527 03-5253-7537 
 

夜間 宿直室 03-5253-7777 03-5253-7553 

２ 
愛媛県 

昼間 消防防災安全課 089-912-2316 089-941-0119 
 

夜間 宿直担当 089-941-2160 089-941-2160 

３ 

 

愛媛県 

消防防災航空隊 

昼間 防災航空事務所 089-972-2133 089-972-3655 消防愛媛

航空隊 1 夜間 隊長緊急携帯 090-8975-9354  

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

  
昼間    

 
夜間    

      

 



別表２ 

 

愛媛県消防防災航空隊参集体制表 

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課 

電話番号 ０８９-９１２－２３１６ 

FAX 番号 ０８９-９４１－０１１９ 

愛媛県防災航空事務所（所長） 

電話番号 ０８９-９７２－２１３３ 

FAX 番号 ０８９-９７２－３６５５ 

（所長公用携帯） ０９０－８９７５－９３５３ 

愛媛県消防防災航空隊（隊長） 

（緊急公用携帯） ０９０－８９７５－９３５４ 

 

愛媛県消防防災航空隊 

副隊長（２名）、隊員（５名） 

愛媛航空(株) 

操縦士（４名）、整備士（２名） 

運航補助者（運航安全管理者兼務）（１名） 

※隊長から職員個人携帯へメール送信し、職員はメール受信後速やかに返信 

 



別表３－１ 

 

情報収集任務積載資機材一覧 

１ 各任務共通資機材 

資機材名称 積載個数 積載方法 

ノート型パソコン １ ヘリコプターに積載 

ヘリベース管理様式 １式 〃 

デジタルカメラ １ 〃 

隊長緊急公用携帯 １ 〃 

携帯無線機 ４ 〃 

隊員個人装備 隊員数 〃 

各隊員３日間程度の生活品 隊員数 〃 

機体カバー １式 〃 

地図 １式 〃 

 

２ 情報収集任務資機材 

資機材名称 積載個数 積載方法 

ヘリコプターテレビ電送システム １式 ヘリコプターに積載 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  



別表３－２ 

 

救助・救急活動任務積載資機材一覧 

１ 各任務共通資機材 

資機材名称 積載個数 積載方法 

ノート型パソコン １ ヘリコプターに積載 

ヘリベース管理様式 １式 〃 

デジタルカメラ １ 〃 

隊長緊急公用携帯 １ 〃 

携帯無線機 ４ 〃 

隊員個人装備 隊員数 〃 

各隊員３日間程度の生活品 隊員数 〃 

機体カバー １式 〃 

地図 １式 〃 

 

２ 救助・救急活動任務資機材 

資機材名称 積載個数 積載方法 

大型デラックスエバックハーネス ３ ヘリコプターに積載 

バーティカルストレッチャー ２ 〃 

誘導ロープ ２ 〃 

デラックスサバイバースリング ３ 〃 

ペリカンバッグ １ 〃 

エンジェルハーネス ２ 〃 

ザイルセット １ 〃 

酸素 1 〃 

モニター 1 〃 

救急セット １ 〃 

吸引器 １ 〃 

ＡＥＤ １ 〃 

ヘッドセット ３ 〃 

   

   

   

   

   

  



別表３－３ 

 

航空後方支援小隊積載資機材一覧 

資機材名称 積載個数 積載方法 

発動発電機 １ 公用車（トラック） 

投光器 ２ 〃 

携帯電話 ２ 〃 

衛星携帯電話 １ 〃 

隊員個人物品 隊員人数分 〃 

ヘリベース支援用飲料水 １ケース 〃 

ヘリベース支援用食料品 １ケース 〃 

整備用資器材 必要分 〃 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

  



別表３－４ 

 

航空指揮支援隊積載資機材一覧 

資機材名称 積載個数 積載方法 

ノート型パソコン １ 公用車（NOAH） 

ポケット WiFi １ 〃 

ヘリベース管理様式 一式 〃 

携帯電話 ２ 〃 

衛星携帯電話 １ 〃 

隊員個人物品 隊員人数分 〃 

非常用飲料水 １ケース 〃 

非常用食料品 １ケース 〃 

整備用資器材 必要分 〃 

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 



別表４ 

愛媛県消防防災航空隊応援出動先一覧 
１ 第一次出動 

被災都道府県 任務 被災都道府県のヘリコプター集結場所（進出拠点）までの飛行経路 燃料補給ポイント 総運航距離 予定運航時間 

島根県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 出雲空港 出雲空港 約 110 マイル 約 55 分 

岡山県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 岡山空港 岡山空港 約 92 マイル 約 46 分 

広島県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 広島空港 広島空港 約 44 マイル 約 22 分 

山口県 情報収集 松山空港 ～ 山口宇部空港 山口宇部空港 約 82 マイル 約 41 分 

徳島県 情報収集 松山空港 ～ 徳島空港 徳島空港 約 112 マイル 約 56 分 

香川県 救助・救急 
輸送等 松山空港 ～ 高松空港 高松空港 約 80 マイル 約 40 分 

高知県 情報収集 松山空港 ～ 高知空港 高知空港 約 59 マイル 約 30 分 

福岡県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 奈多ヘリポート or 北九州空港 奈多ヘリポート 
北九州空港 

奈多ヘリポート 約 133 マイル

北九州空港 約 93マイル 
約 67 分 
約 47 分 

佐賀県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 佐賀空港 佐賀空港 約 146 マイル 約 73 分 

大分県 情報収集 松山空港 ～ 大分県央飛行場 大分県央飛行場 約 88 マイル 約 44 分 

宮崎県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 宮崎空港 宮崎空港 約 154 マイル 約 77 分 

鹿児島県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 枕崎ヘリポート 枕崎ヘリポート 約 223 マイル 約 112 分 

沖縄県 救助・救急 
輸送等 

松山空港 ～ 宮崎空港 ～ 屋久島空港 ～ 奄美空港 ～ 那覇空港 経由地すべて 約 533 マイル 約 267 分 

※中継空港において燃料補給を行う場合、1箇所につき約 30 分加算する。 

 

２ 出動準備 

被災都道府県 任務 被災都道府県のヘリコプター集結場所（進出拠点）までの飛行経路 燃料補給ポイント 総運航距離 予定運航時間 

鳥取県  松山空港 ～ 鳥取空港 鳥取空港 約 114 マイル 約 57 分 

長崎県  松山空港 ～ 長崎空港 長崎空港 約 173 マイル 約 67 分 

熊本県  松山空港 ～ 熊本空港 熊本空港 約 127 マイル 約 64 分 

      

※中継空港において燃料補給を行う場合、1箇所につき約 30 分加算する。 



別表４ 

 

３ 首都直下地震アクションプラン 

被災都道府県 任務 被災都道府県のヘリコプター集結場所（進出拠点）までの飛行経路 燃料補給ポイント 総運航距離 予定運航時間 

千葉県  松山空港 ～ 県営名古屋空港 ～ 静岡 HP ～ 千葉市消防局 HP 経由地すべて 約 445 マイル 約 226 分 

      

      

      

※中継空港において燃料補給を行う場合、1箇所につき約 30 分加算する。 

 



  １７－２０ 自衛隊派遣要請計画（防災危機管理課） 

 

      自衛隊派遣要請様式 

     

  様式  災害派遣要請 

 

                                                             年    月    日 

 

   災害派遣要請者あて 

 

 

                                             発信者名 

 

                       自衛隊の災害派遣要請依頼について 

 

     災害を防除するため、下記のとおり自衛隊の派遣要請を依頼します。 

 

                                      記 

 

     １  災害の状況及び派遣要請を依頼する理由 

 

     ２  派遣を希望する期間 

 

     ３  派遣を希望する区域及び活動内容 

 

     ４  その他参考となるべき事項 

 

       (１)連絡場所 

 

       (２)連絡責任者 

 

       (３)気象状況等 

 

       (４)その他 



 

 

 

 

  様式  撤収要請 

 

                                                             年    月    日 

 

   災害派遣要請者あて 

 

 

                                             発信者名 

 

                         自衛隊の撤収要請依頼について 

 

     自衛隊の災害派遣をうけましたが、災害の復旧も概ね終了しましたから、下記の 

   とおり撤収要請を依頼します。 

 

                                      記 

 

     １  撤収要請依頼日時 

 

                     年      月      日 

 

     ２  派遣要請依頼日時 

 

                     年      月      日 

 

     ３  撤収作業場所 

 

 

     ４  撤収作業内容 

 



 

  様式  救急患者空輸要請 

 

                                                             年    月    日 

 

   災害派遣要請者あて 

 

 

                                             発信者名 

 

                      自衛隊航空機の派遣要請依頼について 

 

     救急患者空輸のため、下記のとおり自衛隊航空機の派遣を要請します。 

 

                                      記 

 

     １  派遣要請の理由 

 

     ２  派遣を要する日時 

 

     ３  派遣を要する場所及び輸送場所 

 

     ４  空輸を必要とする救急患者 
 

         氏名            血液型          生年月日 

 

     ５  同乗者（医師、親族） 
 

         氏名            血液型          生年月日 
 

         〃              〃              〃 

 

     ６  その他 

 

         医療機材、特記事項等 

 



 

  様式  救急患者空輸撤収要請 

 

                                                             年    月    日 

 

   災害派遣要請者あて 

 

 

                                             発信者名 

 

                      自衛隊航空機の撤収要請依頼について 

 

     平成    年    月    日    時    分要請した航空機等の出動については、目的 

   地（                            ）へ空輸できましたので、下記のとおり下記の 

   とおり撤収要請を依頼します。 

 

                                      記 

 

     １  撤収要請依頼日時 

 

                     年      月      日 

 

 

 


